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ISO15115（Leather vocabulary） 
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また、各用語の規定内容を具体的にみると、必ずしも解釈や認識に相違やズレが生じやすい曖昧な用語だけに限ら
ず、皆の解釈や認識が一致しやすそうな一般的な皮革用語に対してもその意味や基準などが規定されている。とは言え、
この規格で注目すべきは、類似素材への用語の濫用が目立つ「leather（レザー）」や、解釈のズレや誤解を生じやす
い「split leather（スプリットレザー）」のような曖昧になりつつある用語について、その意味と使用方法が具体的にルー
ル化されている点にある。例えば、「leather（レザー）」という用語の場合、動物由来の革でないとそもそも使用すること
ができないことが明記されている。加えて、革の銀面（※製革工程で毛及び表皮を除去した真皮の表面）が完全に除
去されてしまっている革は、「split leather（スプリットレザー）」や「suede leather（スエードレザー）」などのように別
の用語を用いる必要がある。また、任意の表面コーティングを施す場合には、その厚さが 0.15ｍｍ以下というような明確
な規定もある。さらには、「床革」と呼ばれる銀面のない「split leather（スプリットレザー）」に対しても、「middle split
（ミドルスプリット）」や「flesh split（フレッシュスプリット）」などのように、断層面の部位に応じて呼称が規定されてい
る。

尚、具体的な規定内容もさることながら、海外先行事例には押さえておくべき重要なポイントがある。それは、この
『ISO15115』と次の事例で詳述する『EN15987』のどちらにも登場する重複用語は、規定内容がまったく同一となって
いる点である。例えば、「leather（レザー）」や「split leather（スプリットレザー）」はどちらの規格でも取り上げてられ
ている用語だが、規定内容や基準は原則同一である。 
先述したとおり、『EN15987』は、CEN（欧州標準化委員）によって策定された欧州統一規格だが、ウィーン協定

により CEN は ISO と共同で規格を検討することが定められているため、CEN が定める EN規格は ISO規格への影響
力が非常に強い。ゆえに、『EN15987』は、『ISO15115』が制度化される約 4年前（2015年 2月）に既に策定さ
れていて、皮革用語規定の先駆けであり実質的な業界標準になっているのは『EN15987』と言っても過言ではない。そ
れゆえ、今後日本が国際ルールとの整合性を図っていくのであれば、必然的に『ISO15115』、ひいては『EN15987』な
どと統一化していく必要があるとみられる。 
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このような先行事例から得られた示唆により、日本が皮革用語の JIS（日本産業規格）化対応を検討していく上で
参照すべき重要なポイントは 3 つあると考えられる（※図表 1-16）。 

図表 1-16．皮革用語の JIS（日本産業規格）化対応を検討していく上で重要なポイント 

① EN15987、ISO15115の規定内容との統一化を図る

② 規定する用語については重要な用語に絞り込む

③ 検討メンバーの構成には十分な留意が必要

ポイントの 1 つ目は、「EN15987」や「ISO15115」の規定内容との統一化を図ることである。人工皮革の高品質化
に伴い、天然皮革と合成皮革・人工皮革の区別が難しい状況は欧州だけでなく日本でも同様である。そのため、皮革
用語の JIS（日本産業規格）化対応を検討する上では、海外事例と同じく、類似素材への用語の濫用が目立つ
「leather（レザー）」という用語を中心に、解釈・認識の相違が生まれやすそうな懸念のある曖昧な用語（例えばスプ
リットレザーなど）なども対象に含め、その意味定義、使用方法、基準などが具体的に明文化していくべきであろうと考え
られる。
また、このような欧州統一規格や国際規格などと足並みを揃えることは、効果や普及を促進させる上でも非常に有効

とみられる。欧州統一規格「EN」と、世界共通の国際規格「ISO」の規定内容の統一化を図ることによって、国際的な
商取引がさらに円滑に進むことも期待できる。 
しかしながら、欧州と異なる日本特有の事情がある点にも十分注意しなければならない。合成皮革・人工皮革は、日

本が世界に先駆けて商業化に成功し、現在でも高い競争力を保つ製品カテゴリーである。それゆえ、日本においてはこ
れらの関連産業との連携や配慮は必要で、これらの業界も踏まえた議論が必要になるだろう。 

ポイントの 2 つ目は、規定する用語については重要な用語に絞り込むことである。策定関与機関へのヒアリングでも指
摘を受けたとおり、より効果的にするためにも、それを普及・促進させる上でも、用語が多いことはマイナスに作用する可能
性高い。多すぎると誰も遵守しなくなり形骸化しやすいばかりか、実際の商取引の場でも使いにくいものになるのが実情の
ようである。 

ポイントの 3 つ目は、検討メンバーの構成には、日本においては特に十分な留意が必要とみられる点である。策定関
与機関へのヒアリング結果でも全員が指摘していたとおり、規格（標準）化の議論の過程では、見解の不一致による
調整の難航が必ず表出しているようである。それゆえ、メンバー構成には「人工皮革関連事業者は検討メンバーから除
外すべき」という助言もあったが、人工皮革が日本の主要産業の一翼を担っている状況を考えると皮革製造業だけの組
織構成は現実的には難しいとみられ、メンバー構成には十分な配慮と注意が必要になるだろう。 
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第３部 
国内皮革関連業界の意識調査 











  皮革用語について、業界全体では明確な規定はない。ただし、東日本、西日本ではそれぞれ使用する皮革
用語が異なるなど取引上の問題があったため、日本皮革産業連合会が主導し、日本ハンドバッグ協会も協
力して「鞄・ハンドバッグ・小物 標準用語集」を制作した。海外の中国の協力工場などに発注する場合に
「鞄・ハンドバッグ・小物 標準用語集」を渡しておけば、取引上の共通言語になるので一定の利用価値があ
る。消費者にも広く知って欲しい内容のため、一般販売も行っている。 

 皮革素材の表示では、「家庭用品品質表示法（家表法）」を遵守している。 

  手袋製品は、家庭用品品質表示法に基づく表示ルールが規定されている一方、ゴルフ用手袋や野球用手
袋は家庭用品ではないため、家庭用品品質表示法の適用外になるという側面も持つ。 

  ベルト業界では、製品一つとってみても表は本革で裏は合皮など、パーツによっても素材が混用されているの
が実情で、本革製といってもどこまでを本革製と定義するのか難しいという実状がある。このような事態を受け
て、業界団体として「牛革」や「馬革」という表示方法やレザーマークの付与条件などを独自に定義付けてい
る。 

② タンナーによる
意見・見解 

 天然皮革素材の産業においては、皮革の用語については明確な定義はないのが実情であると認識してい
る。ただし、国内生産の天然皮革とそうでないもの区別するため、タンナーズ協会が独自の審査基準を設け
「JAPAN LEATHER PRIDE」という認定を行い、認定タグを発行している。 

  業界内では皮革用語の明確な規定がない。例えば、一般的に「ヌメ革」と言えば、ピット層に溜めた植物タン
ニン剤に漬け込んで時間をかけて鞣した革を指すことが多いが、明確な定義はない。そのため、植物タンニン
剤は使うもののドラムによって簡易的に鞣した革も「ヌメ革」として扱われたりする。 

 本革は、動物の真皮表面（銀面）を残した「銀付き革」と、その銀面を取り除いた「床革」に大きく区分でき
るが、この床革に PU（ポリウレタン）などの塗膜を張ったものも「牛革」として販売されている。塗膜を貼った
革を「革製」と表記するためには、塗膜面の厚さが 0.15ｍｍ以下という条件が JIS 規格によって定められて
いるものの、その水準は現実的には相当に厚く、プロの目からみても本革なのかどうかわからない。一方、欧州
では「床革」や PU などの塗膜を張ったものは区別して表示するようルール化されているため、日本でも追随す
る必要があると思われる。 

  レザー、革という言葉が合成皮革、人工皮革でも安易に使われている。タンナーとして具体的な被害がある
わけではないが、化学品由来のものと動物由来のものは区別して欲しいと考えている。 

 合成皮革、人工皮革は天然皮革、本革をまねたものであり、天然皮革、本革が本物ということ。 
 安かろう悪かろうではないが、天然皮革に似せて大量生産、低価格を意図して作られたのが合成皮革、人

工皮革である。 

  現状は「革」、「レザー」という言葉の定義があいまいである。 
 天然皮革でなくても、革、レザー、皮革等表記しても罪にならない。 
 このため、一般消費者は天然皮革、合成皮革、人工皮革の区別がまったくつかない状況。アパレル、小売

業界にいても違いが判らない人がいる。 
 リサイクルレザー、ヴィーガンレザー、フェイクファー（毛皮）など、様々な造語が生まれているのが実情である。 

③ 皮革専門商
社による 
意見・見解 

 皮革用語は関東や関西で呼び方が違う点が多少なりともある。正しい皮革用語という明確な基準はない。
同社も所属する日本革類卸売事業協同組合の「レザーソムリエ」では最低限の用語の統一化が必要であ
るとの考えで、皮革用語をまとめた経緯がある。 

 家庭用品品質表示法によって、とくに、鞄においては、合成皮革・人工皮革の表示が義務化さているので消
費者は一定のレベルで守られていると思う。ただし、すべてのアイテムでカバーできている訳ではなく、また、合
皮と表示していても「○○レザー」と書いてあるなど、知識がない人は混乱するだろう。このように、混乱した人
の商品購入の判断基準がどうなるかというと、天然か人工かではなく、機能性やデザイン、価格になってくるた
め、ますますレザーに対する関心が薄れていってしまう。 

  現状は素材が天然皮革、人工皮革、合成皮革に拘わらず、レザーを冠した商品名、用語が入り混じってい
る状態である。 

 用語の共通化に対し、これまで業界はなにも手を打ってこなかった。卸業界も業界全体の課題に対し関心が
低かった。それゆえ、外部からの視点が欠如し、エンドユーザーに対するアピールが足りなかったといえる。 

 動物由来の天然皮革は食とつながっており、人間生活とは密接な関わりを持つ。食品の副産物であり、
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SDGｓに則った素材である。 
 一方、最近では人工皮革、合成皮革に「ヴィーガンレザー」という呼称を使い、非動物由来であることやジェ

ンダーレスをアピールすることにより、天然皮革のシェアを奪っていく動きがある。 

  広義の皮革用語の定義としては、全日本爬虫類皮革産業協同組合（以下、全パ協）の実施事業であ
る「JRA タグ」がある。 

 JRA タグは正規輸入された革を“国内で加工・製品化した雑貨類”に付される。 
 JRA タグは爬虫類皮革に詳しくないユーザーに対しては一定の訴求効果があると考えている。 
 
 このほか、一般社団法人日本皮革産業連合会が認定事業を運営する「エコレザー」がある。 
 エコレザーは素材を問わない。エキゾチックレザーでもエコレザーに認定されることができる。ただし、エコレザーは

国際標準の認証ではなくあまり役にたたない。 
 貿易に関してはタリフ（関税表）・HS コード（通関コード）があるので、国際間の用語の違い等に不便を

感じたことはない。 
 皮革に関する HS コードは驚くほど細分化されていて、プロでも知らない区分があるほどである。 

  もともと業界内で用語すら統一されていなかった背景があり、業界団体から色々な取り組みによって用語を統
一しようとう動きは散見されるようになった。 

 しかしながら現実の商取引においては、「機能」や「品質」、「大きさ」など様々な視点があり、しかも取引先そ
れぞれが独自の要求基準を持っている。つまり、取引先の数だけ基準が存在しており、アイテム（かばんや靴
など）やメンズ・レディスのような視点も加えると非常にややこしいのが実情で、はっきりとした規格や標準という
ものはない。 

④ 皮革製品メー
カー・SPA 
による意見・
見解 

 現状は革、皮革、レザー等、革に関する用語が、不正確かつ安易に使用されている。 
 合成皮革、人工皮革という用語も若干なりとも皮革が使われているのならばいざ知らず、ポリウレタンなどでで

きたものに皮革というネーミングをすること自体がおかしいと感じている。 
 本来、原料が天然皮革であるものだけが、皮革というネーミングが許されるのではないか。ただし、合成皮革

でも部分的に天然皮革が使われている場合もあり、その場合、合成皮革というネーミングでもしかたないと思
う。 

 現在の消費者、さらには小売や卸も含めて天然皮革と合成皮革、人工皮革の区別がまったくついておらず、
実際、見た目だけでは区別がつかない製品、素材も多い。 

 特に一般の消費者は合成皮革、人工皮革も本物の革だと思い込んでいるので、どうしても価格の安いほうに
流れてしまう。 

 悪意はないにしても、消費者をだましていると言えなくもない。 

  ランドセルなど一部の業界を覗き、カバン業界の中では標準的な基準や定義など明確な規定はなく、個々の
メーカーが独自に基準を決めている状況のようである。サイズ感にしても、その会社の通常サイズよりも小さい
ものを「Sサイズ」と表記したり、「A4 ファイル収納」など言い表したり多様な状況である。しかも、どれくらいの余
裕があったら「A4 サイズ収納」と表記できるかなども特に決まっていない。 

  皮革素材については、家庭用品品質表示法に則って商品に記載している。素材の表示になるので「牛革」
や「馬革」といった表記になり、天然皮革や本革といった書き方にはならない。「牛革」の書き方だと、人によっ
ては本革を連想しない場合もあり、あまり良い表記の仕方ではないと感じている。実際に店頭ではお客さんに
たびたび「商品に本革、天然皮革と表記して」と指摘されることがある。バッグにもプレゼント需要があり、その
場合は、「本物の革」であることの箔づけが欲しいのだと思う。 

  特に定まった用語の活用はしていないが、商品表示としては、消費者が商品を購入する際に適切な情報提
供を受けることができるよう、家庭用品品質表示法に準じている。 

 床革は、牛革と表示せずに、わざわざ「牛床革」と表示するなど、消費者が不利になる情報ははじめから表に
出すことで、常に正直であろうと考えている。一般的に価格が高いとされるカーフやスキンは積極的に表示す
るのに対し、床革を表示しないのは、おかしいと思っている。 

  特に皮革用語は統一されておらず、そのため取引先との間で、用語の使い方で話が通じないケースがある。
ただ、コミュニケーションで解決しているので問題とは認識していない。社内では、営業部や製造部など部署
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間でも使う用語が異なるので噛み合わないこともある。例えば、営業部では消費者に近いため「俗称」を使う
ことが多い。「シンセティックレザー」や「ビニールレザー」などであり、「レザー」という名称が乱用されている。これ
らは天然皮革ではないが、もはやそこには天然か合成・人工か、といったカテゴリー分けは関係ないものとして
扱われている。 

 シューズの場合、本革か合成皮革、人工皮革の表記をしている。ただ、近年は軽量や撥水性など機能性で
消費者に訴求する傾向が強くなっていることから、店頭では本革か合成ということではなく、機能性で訴求し
ている。消費者もよほどの革好き以外は、機能性やデザインで選んでいるように感じる。 

  皮革用語も商品の用語についても、特に制約を受けることなく自由である。製品表示は「牛革」、「山羊革」
など動物の名前を使うことが多い。店頭でもそのように説明している。「本革」や「天然皮革」という用語はあま
り使わずに、社内では「リアルレザー」という呼び方をして、店頭では「牛革」など動物の名前で説明している。 

 家庭用品品質表示法では、靴は対象外になっていることもあり、皮革用語は特に意識していない。 

⑤ 合成皮革・人
工皮革業界
の意見・見解 

 人工皮革、合成皮革という名称は、すでにひとつの名詞として長い歴史のなかで定着し、世間一般に根付
いている単語であり、今更、これらの呼び名を変更することは現実的ではない。 

 JIS においても靴甲用 JISK6601:1995 において靴用人工皮革として用語が定義されている。同様に
JISK6505:1995 靴甲用人工皮革試験方法として技術的にも定義されている。 

 また、特許権における権利付与においても国内外で人工皮革、アーティフィシャルレザーという単語が多く用い
られている。 

 開発当初、人工皮革は天然皮革をまね、よりそれに近づくように技術開発がされてきたが、現在では人工皮
革は独自の進化を遂げており、人工皮革業界としては天然皮革との比較をすることはないし、用語が紛らわ
しいと感じることもない。 

  海外取引においては、合成皮革や人工皮革を「synthetic leather」や「man made leather」 などの
用語で呼称することが一般的である。しかしながら、取引先によっては「man made」や「leather」という用
語を使用しないように指摘されることもある。 

 業界内では、一般的にニット（編物）や織物がベースになっているものが「合成皮革」で、不織布にウレタン
樹脂を塗布したものが「人工皮革」という認識の違いはあるものの、明確な規定はない。海外では、人工由
来の革素材は「synthetic leather 」という一括りで扱われることが多い。また、日本でも家庭用品品質
表示法の中においては、人工皮革も「合成皮革」という一括りで扱われている。 

  合成皮革は、編み物などにポリウレタン樹脂を塗布したもの。一方、人工皮革は極細繊維が不規則に編み
込まれたものに PU樹脂を含浸させたもの。ただし、明確な定義がある訳でないため、一般的には混同される
ことが多いのが実情である。 

 天然皮革と人工皮革が混同されることはないが、合成皮革と人工皮革という用語においては、消費者は明
確な区別が出来ていないのが実情だと思われる。そのため、もしも用語の規格（標準）化に取り組むのであ
れば、天然皮革・合成皮革・人工皮革の定義をきちんと明確にするいい機会になるかもしれない。 
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2）皮革用語が規格（標準）化されていない現状に対する見解・問題意識について
ここでは、皮革用語が規格（標準）化されていない日本国内の現状に対し、どのような問題意識を持っているか、ま

たどのような問題や不都合などが生じているかについて聴収したものである。 
結論的に述べると、業種や立場によって各人各様の意見があるものの、総じて言えばメリットとデメリットの双方があると

いう見解が多い。特に、消費者に近い“川下”側の業種・業態に近づくと、天然皮革と合成皮革のそれぞれの長所・短
所を踏まえた製品作りをしていることもあるため、皮革用語濫用の状況に対して問題意識が希薄化していく傾向が強
い。 

① 皮革関連産
業主要団体に
よる意見・見
解

 天然皮革、合成皮革、人工皮革も含めて「レザー」「革」の用語を定義すべきタイミングにきているが、化繊メ
ーカーとの接点はない状況。化繊メーカーらと話し合いもせずに皮革用語 JIS を決めたとしたら反発はありそう
だ。

 人工皮革があって天然皮革が際立つ、という側面もあるので、シェアを奪い合うのではなく、お互いが共存共
栄できるルール作りには関心がある。

 皮革用語 JIS により、例えば「レザー」は動物由来の皮革のみが使える用語になったとしたら、動物由来であ
ることを証明する必要があるだろう。さらに突き詰めると、それが食肉の余った革でエコなのか、環境に配慮して
とられた革なのか等々の証明が必要になる。そうなったとしたら皮革のトレーサビリティが必要で、それに対応す
るとしたらかなりやっかいなことになってくる。

 動物愛護の流れもあるので、仮に、動物由来で「レザー」という用語を定義した場合、将来的にマイナスイメ
ージをもたれる可能性だってある。誤解だとしてもネットでマイナスイメージを拡散され、一度付いたイメージを
払拭することは難しいので用語の定義を「いつか踏まれる地雷」と感じ、抵抗がある人もいるだろう。

 エキゾチックレザーの 1 商社という立場では、消費者はフェイクレザー（爬虫類の型押し製品など）との区別
がつかないので、消費者保護の観点からはルール化に賛同する気持ちも持っている。

 ただし、例えば、ワニ革は、必ずしも食肉として食べた残りとして利用するという訳ではないので、消費者の志
向が「ワニ革はエコではない」と判断されてしまった場合、エキゾチックレザー離れが起こる可能性がある。もとも
と高価でもあるし、ある部分で毛皮に似ていて批判も多い（リアルファーとフェイクファーの問題）。JIS 化によ
り明確化するのは、諸刃の剣でもあり、マーケットをシュリンクさせてしまう可能性もあるのではないか。

 皮革関連素材の中で天然皮革が最高品質の素材という認識であり、その天然皮革であることを定義・保証
する基準やシンボルマークなどが靴業界には存在しない。そのため、純然たる動物由来の「本革」であることを
謳うための取り組みは一考する価値がある。

 そのような背景には、合成皮革・人工皮革の技術と品質の向上がある。製品作りに従事しているプロの目か
らみても、本革と合成皮革・人工皮革とを見分けことは年々難しくなっている。そのような合成皮革・人工皮
革の技術向上に伴う天然皮革との判別困難性の高さが、このような議論を生み出しているものと考えられ
る。

 動物由来である「本革」と、非動物由来の「合皮」という視点でみれば、大きな混乱は生じてない。ただし、エ
コレザーやヴィーガンレザーなどのような用語が氾濫してきたことで、これらの革が「本革」なのか「合皮」なのか
区別がつきにくい状況を招いている。

 このような混乱を解消するために用語の意味や定義を明確にすることは良いが、一方の業界が利益を享受
し、もう一方の業界が不利益を被るような事態を招いてはならない。

 本組合が「皮革衣料品質表示マーク」を取り組んでいるのと同様に、全爬協では JRA タグの取り組みを行っ
ている。こうして業界が独自で進めていることに水を差すことにもなりかねないので多少の反発はあるかもしれ
ない。

 JIS は工業製品などの生産の合理化が目的のひとつだと思うので、現在の状況は国内皮革服装には当ては
まらない。そのため組合メンバーは、皮革用語 JIS は反対派が多いような気がする。

 デリケートな部分があるのは知っておいたほうが良い。例えば、馬の臀部のコードバンがあるが、日本では、本
物は、新喜皮革などが扱う商品などのほんの一握りしかない。コードバン層が存在するのは、農耕馬やシマウ
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マ、サラブレット、野生馬などであり、それだけでも希少なものとわかると思う。価格が安いコードバンは、本来の
意味するところのコードバンではない。本来の意味でコードバンを定義すれば、多くの商品でその対象から外れ
てしまうことになる。そうなると、当然、その業界から反発が出てくると考えられる。コードバンを対象にするかわ
からないが、皮革業界ならではのデリケートな部分もあるので各業界の意見を聞きながらルール化に向かって
いく必要があると思う。

 例えば「最高級天然皮革」のように曖昧な表示も多く、一定のルールのもとで表示規定を設ける必要性はあ
ると考えている。また、流通上の取引段階の中で本革か合成皮革なのか判別しにくいこともある。

 製品メーカーの間では、目的によって天然皮革と合成皮革を使い分けている。どのような商品開発をしたいか
によって、合成皮革や人工皮革が向いている場合にはそのような素材を使う一方、本革の特徴を活かす製
品作りをしたい場合には本革を使う。本革を使った製品の場合、その皮革素材の特徴を表示する際には、
「牛」や「鹿」、「ペッカリー（猪）」などの動物種の視点から表示していることが多い。本革か否かという視点か
らさらに一段踏み込んで、動物種による違いを表示・訴求している。

 スポーツ用手袋の場合には、本革よりも人工皮革が採用されるケースが多い。なぜなら、雨や汗に強く、洗
濯できるためである。

 本革と合皮という線引きによる議論の前に、本革と謳っている製品の中にもリサイクルレザーを使っていたり、
革以外の素材を交えて製品作りをしているケースが多いため、本革という用語の使用条件自体も曖昧な状
況が強く残っている。本革の使用が60％くらいで残り40％は別の素材を使用しているケースはどう扱うべきか
などの基準が、各業界団体によってそれぞれ異なっている。

 牛革や豚革などの表記はわかりやすいか、本革というのはそもそも曖昧な要素が強い。

② タンナーによる
意見・見解

 「革」や「レザー」という用語は、本来は動物由来の革を指す言葉である。それを、例えば「本革」や「ジェニュイ
ンレザー」などのようにわざわざ表現しないと動物由来の革かどうかわかりにくくなっている実状がある。また、「本
革」や「ジェニュインレザー」のような表現の仕方が、かえってイミテーションぽい怪しい印象を消費者に与えてし
まうのではないかという懸念やジレンマを感じている。そのため、「革」や「レザー」といえば「本革」を指すというこ
とが一般的な共通認識になって欲しいと感じる。

 革、特に牛革などは素材としての表面上の特徴が薄いため、動物由来の革とそうでない革の区別がそもそも
難しい。牛革が使用されやすいビジネスバッグやビジネスシューズのようなアイテムは顔料で表面を覆ってしまう
ことが多いため、それが余計に見分けることを困難にしている。それゆれ、本革を使用している商品は「ジェニュ
インレザー」や「〇〇レザー」という表記を使うことによって区別化を図ってきたが、そのような言葉の濫用が消
費者の混乱に拍車をかけている。

 特に若年層の消費者の間で、「天然皮革」と「合成皮革」の区別があいまいになっているように感じる。天然
皮革と合成皮革のメリット・デメリットが十分に理解されていないため、価格の安い合成皮革に消費者が流れ
やすく危惧している。

 天然皮革とその他の製品のあいだで、呼び方による区別をしてほしい。その一番の理由は、最終消費者が天
然皮革か合成皮革、人工皮革かをすぐにわかるようにするべきと考えているため。

 そもそも、合成皮革、人工皮革は天然皮革、本革に似せて作られたものであり、偽物なのだから大量供給
が可能なことや安価なのは当然である。また、現実に動物の皮ではないのだから、天然皮革とは区別される
べきである。

 技術の進歩により、見た目や触感が天然皮革に近づけば近づくほど、消費者目線で天然皮革か合成皮
革、人工皮革かわかるようにしてあげなければならない。

 天然皮革の由来は生き物であり、石油由来の合成皮革、人工皮革とは根本的に違うものであるから、紛ら
わしい表現はやめるべき。

 天然皮革は人が動物を食べたあとの再利用であり、人類は皮を有効利用する義務を負っていると考える。
 この業界に入って 10 数年経つが、当初から安易に「革」、「レザー」とう言葉が使われている状況に疑問を抱

いていた。
 もしかしたら、以前から活動してくれていたのかもしれないが、協会、行政がやっと動いてくれたという思いがあ

る。
 個人的には行政が動いてくれたことは、用語のルール化にとって千載一遇のチャンスと思っている。
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 現状はルールがないことがルールになっており、合繊・合皮 VS 皮革業界で圧倒的に皮革業界が不利であ
る。合繊・合皮業界は大企業が多く、皮革業界は中小企業ばかりなので、結果、政策にも影響がでていると
感じる。 

 欧州の状況をみると、現在の日本の状況は異常だと感じており、最低限でも天然物だけに革、レザー、皮革
という言葉を使うことができるというルール化は必要である。 

③ 皮革専門商
社による 
意見・見解 

 天然皮革は、出来にバラツキがあり、受け取る人によっても評価が違う。人工皮革の場合は均質に商品を
提供できるが、天然の場合は、商品化してみなければわからないことが実は多いからだ。天然皮革の商品を
購入する際に、「本革、天然皮革である」という高付加価値が含まれていることを期待している消費者サイド
の満足を保証する必要が出てくるだろう。 

  人工皮革・合成皮革はポリウレタンや塩ビなど石油由来の材料を使っているにも拘わらず、言葉の使い方だ
けでエンドユーザーに一方的な認識が広まってしまうことはよくないことだと考えている。 

 服飾関連の専門学校で講師を務めているが、革は食品の副産物だということについて、ほとんどの若者は認
識がなく、革に対してシビアな見方をしている。このようなことを防ぐためにも用語の整理は必要だと思う。 

 ただし、天然皮革 VS 合皮、人工皮革で否定しあうのではなく、異なる性質をアピールしあえるような用語の
ルールづくりが必要である。 

  業界全体、あるいは政策的に皮革製品の輸出拡大を目指すのであれば、国内製品を“国際標準”にする
取組みに力を入れるべきだと思う。 

 国内のタンナーが ISO等を取得し国際標準化していくことは設備等の条件で困難な状況である。それゆえ、
日本の皮革業界がガラパゴス化していくことが懸念される。 

 皮革工場の ISO 取得は困難であるため、政策的に輸出を推し進めるのであれば、他の認証制度を活用し
て相手国の理解を得ていく必要がある。 

 日本では JISを利用して、国際的に説得力のある基準を作っていく方向性もあると考えている。そのなかに皮
革用語の定義も含めて進めていくべきではないか。 

  基準化する意味・最大のメリットは取引先や顧客からのクレームの抑止力になることだと考えている。JIS 規
格に則した基準ということで、万が一の事態に備えておけるというメリットは大きい。しかし、現実的には取引先
から求められる基準に応えていくことが求められるため、企業としてはそのような努力を粛々と続けていくことに
なる。 

④ 皮革製品メー
カー・SPA 
による意見・
見解 

 天然皮革と合成皮革、人工皮革との価格差はピンキリだが、概ね 10倍程度の差がある。 
 消費者に素材の知識ない現状で、これだけの価格差があると天然皮革は合成皮革、人工皮革に販売面で

太刀打ちできない。 
 それゆえ消費者目線、消費者がわかりやすい形での表示の義務化、用語のルール化は必要だと考えてい

る。 

  「本革」や「合成皮革」などのように用語が混在している状況において、不都合などはまったくない。むしろ消費
者への接客時に、素材の違いを区別したり一言で表現できる重要な用語として役立っている。来店客の頭
の中に、素材の違いをマップ（地図）のように示すことのできるツールとして役立っている。 

 消費者の認識の中でも、革は、「本革（天然皮革）」か「合皮（合成皮革や人工皮革）かという大きな 2
分されている。 

 本革と合皮には、それぞれ一長一短がある。合皮には傷がつきにくく退色しにくいなどのメリットがある一方で、
本革であれば味わいが出てくる。メーカーは、それぞれのメリットとデメリットを熟知した上で製品作りにその違い
を利用している。用語が変わってしまうと、このような違いを伝えたり表現するのに新たな混乱を招くリスクもあ
るように思う。 

  今治タオルのようなイメージで、皮革用語に認証制度を設けるとしたら、結局そのコストは誰が負担するように
なるのか。今治タオルを購入した消費者が負担するのはやはり違うと思う。 

 ルールを作られると自由がなくなる懸念もある。例えば、過去に豊岡のかばんメーカーと東京のピッグスキンで
面白いネーミングを使って商品化を試みた。結局はコストが見合わず断念したが、こうしたオリジナリティある企
画商品に対して、何かルールが適用されるとすれば今後のビジネスの障壁になり得る。 

  「皮革」という用語自体が天然由来を想起させるため、合成皮革・人工皮革などを用いて、さも動物の希少
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性を謳っている感が否めない。また、「皮革」は、耐久性（長持ち）を想起させるので、合皮の商品を購入
し、長持ちしないことがあった場合などでは消費者が困ることになる。こうした不都合が生じることから、皮革用
語をルール化する必要があると考えている。 

 日本エコレザー認定などの基準が存在するが、一団体が推し進めるものであり、国が定めたものではないので
強制性がない。各団体の努力によって広く認知されてはいるが、罰則もないので所属企業以外には行き渡ら
ない。

 現実的にはもう遅いと感じている。俗称が溢れかえり過ぎているし、定着してしまっている。今さら、例えば「シ
ンセティックレザー」から「レザー」という用語の使用を禁止しても、それは違う気がする。メーカーや小売などそれ
ぞれの立場の思惑で名称を付けるのは自由経済の範疇ともいえるので難しい問題だ。ルール化には賛成だ
が、現実的には難しいという感想である。

 我々も、人工皮革メーカーとタンナーが共同開発した人工皮革を採用したシューズを販売している。人工皮
革の開発にタンナーなどが携わっているように「天然 VS人工」といった対立構造はもはやない。実際問題、天
然皮革は中国における需要の急増などにより先進国を中心に供給量が減少しており、人工皮革が必要不
可欠になってきているという大義名分もある。

 店頭でお客さんの反応などをみていると、若い人たちが紳士靴・革靴の選び方がわからないように映る。その
意味では、靴の選び方、買い方を教えてあげる必要があり、そのためには正しい皮革用語、靴用語が重要に
なってくる。

 「レザー」はいろいろな意味を含み、曖昧な用語になってしまったので「意図せずに誤魔化している」ようにもみ
える。なので、このタイミングできちんと用語の定義をする必要はあると考える。

 合成も扱うメーカーは「本革に限りなく近いのにこの価格帯で買えますよ」という売り方をしているので、皮革用
語をルール化しても特に反発などもなく問題はないように思う。

⑤ 合成皮革・人
工皮革業界
の意見・見解

 協会会員のなかで問題意識があるのは、人工皮革と合成皮革の違いがわかりづらいというところである。
 一般消費者のみならず、加工メーカーなども人工皮革と合成皮革の違いがわかっていない。
 人工皮革とは不織布を基地としそこに合成樹脂を含侵、コーティングしたものである。一方、合成樹脂の基

地はニット、編み物をベースとしている。
 一般的に人工皮革は合成皮革より価格が高く、機能・品質も高レベルにあり、製品として合成皮革とは一

線を画している。クラレ、東レ、帝人…など日本メーカーが世界をリードしている。
 しかし、現状、世間一般には人工皮革と合成皮革の違いが理解されておらず、人工皮革と合成皮革はまっ

たく異なるものだということを社会に認知していきたい。
 人工皮革、合成皮革の違いを認知させていく活動のなかに天然皮革も組み入れていけば、より消費者がわ

かりやすい環境がつくれるのではないか。
 「天然皮革」と「合成（人工）皮革」という用語の対比においては、現状で困っている要素は見当たらない。

自社製品が「合成（人工）皮革」であることについて、取引先から誤認されたり、また認識の齟齬が生じたと
いうようなケースは一切ない。

 「人工皮革」や「合成皮革」は、今日においては一般名詞化されている。例えば「織物」という一般名称と位
置付けは同じだと考えている。「織物」が細分化されたものに「絹織物」や「綿織物」があるように、「革」が細
分化されたものに「天然皮革」や「合成皮革」があると捉えている。それゆえ、「革」という用語を動物由来の
素材に限定してしまうと、一般消費者の混乱を招く可能性もある。

 人工皮革メーカーの立場から述べれば、天然皮革と人工皮革はもともとしっかり区別しており、人為的に製
造した「人工皮革」としてユーザーに訴求・販売している。そのため、これまで取引先を混乱させたり誤解を招く
事態が生じたことは一切ない。また、天然皮革と人工皮革という用語の混用が、消費者を誤認させていると
いう認識もまったくない。

 「ヴィーガンレザー」や「エコレザー」など用語が氾濫している側面はある。例えば「エコレザー」の認定対象となっ
ているのは特定の製造プロセスを遵守した天然皮革だけだが、人工皮革でも植物由来やリサイクルの原料を
使った環境配慮型の製品ラインナップが増えていて、業界や団体が連携をとらず個別に認定事業などをやっ
ていることも用語の氾濫を招いている一因になっている。

 人工皮革のメリットは、まずは「軽さ」にある。次に、工業製品ゆえに「安定性」が高い。均質・均一に作れこと
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はもちろん、発色の良さや色の耐久性（色あせない）という意味でも安定している。また、設計を変えること
で物理特性を自在にコントロールしやすい。引張強度が求められる場合や摩耗性の高さが求められる場合な
ど、目的や用途によって調整・変更できる点なども人工皮革の長所である。一方、天然皮革には天然皮革
ならではの長所があるため、製品作りの目的によって人工皮革と天然皮革は棲み分けられている。 
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3）皮革用語の JIS化に向けての見解・要望について
ここでは、今後、皮革関連用語の JIS 化が進むという仮定条件のもと、各社の意識・見解・要望などを聴収した内容

について整理している。中心論点となっている、類似素材への用語の濫用が目立つ「leather（レザー）」という用語や、
解釈・認識の相違が生まれやすそうな懸念のある曖昧な用語（例えばスプリットレザーなど）などについて、その意味や
定義、使用方法、基準などを具体的に明文化しておくという方向性について、それぞれの立場からどのように感じるのか、
どのような要望があるのかなどを中心にヒアリングを行った。 
前節 2）と同じく、ここでも業種や立場によって意見や要望が割れているのが実情であった。合成皮革・人工皮革業

界は明確に反対的な立場に立っている。また、その他の業界でも、「合成皮革」や「人工皮革」が一般用語化している
日本の現状を踏まえて慎重論も多い。JIS化推進を容認する各社の中でも、用語規定の対象や範囲、水準などについ
て各人各様の意見となっており、皮革用語の JIS化を進めていく上では慎重な議論が求められるとみられる。 

① 皮革関連産
業主要団体に
よる意見・見
解

 提供者側も消費者側も、なんとなくは天然皮革と合成・人工皮革の違いはわかっている。ただそれは習慣で
あってルールとは違う。やはり、きちんと皮革用語 JIS としてルール化すべきだろう。シンプルに「動物由来のみ」
で線引きしたらいいと思う。ただし、トレーサビリティや、皮革の厚みが○ミリなどの制約がある等々面倒なのは
無しにして、とにかくシンプルにすべきである。

 リアルレザーとフェイクレザーの区別は「JRA タグ」で実現できている。フェイクレザーのほうが良いという風潮、ト
レンドになったら困るので、曖昧さを残しておくのもひとつの手である。

 エキゾチックレザーは、レザー固有の国産ブランドが育たなかったと感じている。クロコ専門メーカーの池田皮革
工芸や、横浜元町のキタムラ、濱野皮革工藝の一部企業のみで、国産ブランドを育ててこなかったことは失
策である。こうしたブランドという観点でみると「JIS による国際基準でジャパンブランドを輸出する方向性」があ
るとしたら歓迎できる。ただ順番としては、まずは日本国内でエキゾチックレザーの国産ブランドを育てるほうが
先決であろう。

 ワニは高額なので養殖事業が成り立っている。ただし、SDGｓではないとの批判も多い。こうしたエキゾチック
レザーの特性上、皮革用語より商品がどのような過程を経て消費者に届けられているか、生産から考え方ま
で伝える必要があると思う。

 天然皮革を区別する必要性はあるものの、一方で「合成皮革・人工皮革」という用語も一般用語化してい
るため、区別の仕方はよくよく検討すべき。

 靴において表示の必要性が最も求められるのは「全天候型のオールレザー」である。すなわち、雨の日でも使
用できる革靴ということを訴求する表示である。製品作りをしているメーカーの間で良く議論される表示上のポ
イントは、このようないわゆる「機能」的な視点であることが多い。

 皮革用語の JIS化を検討する際に重要なポイントは、徹底的に消費者目線であることだと考える。お客様に
とっていかにわかりやすいか、どのように識別できるかを、お客様の知りたい角度から情報提供することだと考え
る。それゆえ、このような注意点に配慮しながらよくよく議論すべきだと考える。

 形骸化している靴の JIS 規格のような例にならないように、業界関係者を交えて議論を尽くす必要があると
考える。中でも特に注意・配慮すべきは、国内企業の創意工夫やイノベーションの芽を摘んでしまうことのない
ような制度設計にすべき点である。例えば、皮革業界でも再生素材やリサイクル素材を有効活用して新しい
素材開発に励むベンチャー企業もあり、革という用語を動物由来のものに限定することでこのような企業の開
発意欲を削いでしまうことのないようにすべきである。

 「皮革衣料品質表示マーク」は国内のみであり、海外製品については指導できない。また、レザー・ウエアの市
場規模も年々減少しているので、組合の予算も限りがあるため十分な活動ができていない実状がある。そん
ななか、国が主導する皮革用語 JIS があれば、天然皮革と区別したい組合にとっては渡りに船ともいえる。

 一方で、ルール化すれば当然、取り締まりや罰則規定が必要になるのでそのコストをかけるためにまでやる意
味があるのかとも思ってしまう。レザー・ウエア、皮革衣料の立場としては、あまりメリットを見出せない。

 輸入商品にも適用されなければ意味がないので、国際的なルールとして、天然皮革にのみ、レザーや革という
名称を使用できるようなルール、枠組みがあれば良いと思う。国際間でのルールとしなければ、すでに各団体
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で取り組んでいるルールより優れたものとは言えないだろう。 
 とくに、皮革の服装、アパレル分野では、環境意識の問題で風当たりが強くなっている。天然皮革かどうかの

区別だけではなく、その動物のトレーサビリティも絡めたルール化があれば時代にマッチしたものになると考えら
れる。 

  皮革用語ルール化はしたほうが良いと思うが、「鞄・ハンドバッグ・小物 標準用語集」や「鞄・ハンドバッグ・小
物 原産国・素材表示テキスト」など、これまでの取り組みもあり、現状では、必要不可欠なものとは考えてい
ない。「あれば良いが絶対に必要」という訳ではないということ。 

 実際、かばんの種類では「外面積の 60％以上が表皮付きの牛革のものを牛革」といったように面積で規定
しており、合成皮革や人工皮革とも区別は出来ている。消費者が判断出来ているかは別にして業界内では
明確化していると考えている。 

 どうしてもというなら、経年変化が楽しめるのが「Leather」と定義して、絞ってしまうほうがわかりやすいと思う。
つまり「銀付革＝本革」とし、加工皮革（エナメル加工のパテントレザー、スプリットレザー）や再生革は、
「Leather」に含まないのはどうだろうか。含めるのであれば加工方法もルール化が必要である。パテントレザー
のように、見た目が本革をイメージしないものがあるので、消費者は混乱し、合成も人工も区別が付かなくな
ったのだと思う。 

  本革かそうでないものなのかわかりにくいもどかしさが残る側面はあるものの、本革を使用した製品は「動物
種」で表示するケースが多いため特に大きな影響を受けるようなことはなさそうだと感じる。 

 一方で、消費者サイドでは本革と合成皮革・人工皮革の違いは認識できているため、これらに「皮革」という
言葉が使用できなくなると消費者には新たな混乱を招く懸念が残る。 

  本革と合皮の違いで用語を規制するのではなく、取り組むのであれば、何をもって「本革」と認めるのか事細か
い基準を作ることが求められると思う。なぜなら、革とそれ以外の素材を組み合わせて作ることが一般的であ
るため、そのようなところまで深掘りして体系的に決めないと実用レベルの運用にはならないと懸念される。 

 また、「合皮」などの言葉は一般化しているため、販売現場や小売の現場を考えると、合皮などで「皮革」とい
う用語が使えなくなると売りにくくなったり接客面で困るようなケースが増えも懸念される。 

② タンナーによる
意見・見解 

 皮革用語を規定する場合、動物由来とそうでないものとを区別することは重要である一方で、「銀付き革」と
「床革」の違いにも着目して区分しておく必要があると考える。銀付き革は、経年変化が楽しめ耐久性も高
い一方で、床革はコストが安く耐久性についても劣るため、この 2 つを同じ「本革」でも明確に区別しておく必
要はある。床革を使った製品が破れたりしたことによって、銀付き革のイメージまでも悪化させてしまうような事
態は避ける必要がある。また、床革には塗膜を張り付けている製品も多く、フィルムや塗膜の厚さが何ミリまで
を本革として認めるのかも議論しておく必要がある。 

  まず重要なポイントとして「天然皮革」とそうでないものを明確に区分しておく必要性を感じる。天然皮革は、
経年変化によって風合いが増すといった特性を持つ一方で、天然であるがゆえに品質にバラつきが生じやす
く、血筋やシワなどの天然ならではの痕跡も残っている。そのような天然素材から一定の品質基準を満たし、
かつ見栄えの良い製品作りを行うためには、マンパワーが必要であり、かつ裁断の工夫や技術が求められる。
また、必然的に余る部材も出てくるなど歩留りも悪い。工業製品で自動化されている合成皮革とは製造工
程や生産背景そのものが違う。 

 繊維製品では、素材の使用率を明記している（ウール〇％など）。革製品でも天然皮革と合成皮革を組
み合わせた製品作りをしているケースが多いため、素材の使用率を明記することも議論してみてはどうか。 

  合成皮革、人工皮革については、レザー、革という言葉を使ってはいけないルールとするべき。 
 できれば国際的なルールとして、天然物のみにレザー、革という名称を使うということになってほしい。 
 詳しくないが、イタリアにおける法制化も本物にしかレザー関連の言葉を使ってはいけないという意味でルール

の本質は同じだと思う。 
 皮革は欧州が本場でハイブランドもあり有名だが、日本の皮革産業も地場産業として品質も優秀であること

を消費者に知ってもらいたい。合成皮革、人工皮革との用語差別化もその一環である。 

  前提として一般消費者に最善となるルールづくりが必要。現在は言葉の使いかたによって、国民を欺いている
状況といえる。 

 そのため、最低限でも天然物だけに革、レザー、皮革という名称が使えるというルールにするべき。 

41



 さらに望むべくは、新語に対するチェック機能を設けるべきと考えている。皮革、レザーという言葉が使えない場
合、合成皮革、人工皮革に対しては異なる名称が必要になる。合繊・合皮業界も商売であるから、事実誤
認しやすい言葉を考えてくるだろう。似たような名称で事実誤認の状況が続くことは避けるべき。

 具体的なルールづくりの方法としては JIS 規格に用語の定義を入れてもらいたい。タンナー業界は内需中心
で、JIS規格しか見ていない傾向がある。

 JIS規格でルール化したうえで、2年間ほどの施行猶予期間を与えれば合繊・合皮業界への被害も少ないと
思う

 皮革業界へのプラス効果としては 5～10年かかって、効果がでてくるものと考えている。
 業界団体がエコレザー、JRA タグ等の認定制度を運用しているが、これらの存在は小売、一般消費者には

認知が進んでいない。JIS用語のルール化と合わせて運用すれば認知が広がっていくと思う。
 イタリアで施行された法律を参考として、日本式のルールを作っていくべき。
 言葉の定義が重要であり、国が関与してルールをつくることが大事だと考える。

③ 皮革専門商
社による
意見・見解

 商売の観点からみると「レザー」という大きな枠があるなかに、天然や合成、人工といったものが存在するという
スタンスのほうが、レザー産業として盛り上がるのではないか。「レザー産業のなかの本物が天然皮革」という位
置づけができれば良いという考えである。そうなると、どの用語で定義するかが問題であり、「レザー」なのか「天
然皮革」「本革」なのか、用語の選び方も慎重に決める必要がある。

 「本革、天然皮革である」という高付加価値が含まれていることを期待している消費者サイドの満足を保証す
る必要が出てくるので、品質も含めて保証するようなルール化でなければ意味がないと思っている。天然皮革
であり、かつ○○レベルの基準をクリアしたものだけが「レザー」という名称が使えるというようなイメージ。ハード
ルがかなり上がってしまうが「天然皮革＝高品質」ということが今まで以上に定着すればやる価値はあると思
う。

 ただその「品質の基準は何か」というと誰も正解を出せないと思う。工業製品のように規定とおりに同じものを
作ることができないからだ。味わいや革の個性をどう評価するのかという問題がある。

 業界内でも用語の標準化の動きはなかった。日本皮革産業連合会が皮革用語アプリを提供しているが、ま
ず業界のなかで正しい用語の共通認識、用語の使い方のルール（交通整理）が必要だと考える。

 横文字を用いた新語が頻繁に生まれてくるなかで、正しい使われ方かどうかを業界内の審査などで確認して
から使えるようにするのが理想と考える。

 方向性としては素材の機能性に焦点を当て、第三者機関による世界基準のルール化を目指すべき。
 JES ラベル、エコレザーも卸業界を含め、認知を広めていくべき商品だと思うが、世界基準とは合っていない。
 輸出のためというわけではなく、国内基準だけでやっていると様々な面で齟齬がでてくる。実際にエコレザーで

国際間のトラブルがあったという話も聞く。
 また、国内の食用牛自給率が 35％に過ぎないことを考えても皮革貿易は必須であり、国際基準に則した

用語のルール化が必要。
 ワールドワイドではイタリアなど欧州の一部で動物由来の製品を「レザー」と呼び、その他の素材と用語を明確

に区分しようという動きがあり、このような動きも参考にしつつ用語のルール化を検討していくべきである。
 用語の定義については、川上から川下まで同じ基準、トレーサビリティ可能なルール化が望ましい。
 芯材、金具なども対象になる可能性はあるが、材料の 50％以上あるいは 75％以上が革であれば、革のみ

が対象とするような方法がよいと思う。
 一方で、特に小売業者はルールによって言葉の使い方が制限されることを嫌うだろう。
 品質面、技術面、設備面からみても用語のルール化が非常に難しくなることが想定される。また、見た目が

同じでも中身が違う場合もある。
 革は生物が原料であり、製造過程の湿度や温度にできが左右されるし、タンナーごとの個性もある。そのため

品質面、技術面、設備面を背景とした用語ルール化はやめておいたほうがよく、素材面からの用語ルール化
にとどめておいたほうがよいかもしれない。

 混乱や誤解を解消するための規格や基準を作る動きはよいことだと思うが、承認と否認という対立構造では
なく、共存を探っていけるような基準作りを目指すべきだと考える。
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④ 皮革製品メー
カー・SPA
による意見・
見解

 消費者目線に立ち、消費者が天然皮革か合成皮革・人工皮革を迷わない用語のルール化が必要だと考え
る。

 天然でないもの（動物由来でないもの）に皮革という言葉を使わないというのもひとつの方法である。
 また、食品と同じように成分表示を義務付ける方法もある（人工皮革の場合、不織布 50％、PU30％…

等、本革は天然皮革 100％等）。
 しかし、その場合でも様々な造語が使われるようになってしまうかもしれないので、その対策も必要。
 もしも非動物由来の素材に「革」という用語が使えなくなってしまったつたら、「合成皮革」や「人工皮革」をどう

呼ぶのかと言う問題が新たに浮上する。新しい用語をあてがうと今よりもむしろ誤解や混乱を招く可能性もあ
るかもしれない。用語の定着には一定程度の時間と期間が必要になると予想される。

 本革というものは、本来、個性の強い素材である。動物が生きていた時の傷やスジなどがそのまま表面に現れ
ているのが当たり前であり、そのような特徴や風合いが残っているからこそ「本革」だと言える。もしも革に対する
基準が規定されるような場合、画一的な等級分け（グレーディング）を進めるよならないか懸念が残る。例
えば「A ランク」、「B ランク」などの革のグレードは、使う側であるメーカーによって判断基準や価値観が異なる
からである。傷が多いからD ランクのようなグレーディングをされてしまうと、あえてそのような革っぽい素材を用い
て製品作りをしているメーカーにとっては不利益になりかねない。

 商品会議などで、商品を手に取って「いいフェイクじゃん」というような言葉を交わすことも多い。「いいフェイク＝
本革にそっくり」という意味であり、そうした企業努力を無くしてしまうようなルール化には反対である。「○○レ
ザー」というのも同様で、良い商品を作り、良いネーミングにしたもの勝ちというのが市場経済の原理原則では
ないか。

 家庭用品品質表示法とは別に、素材については消費者にできるだけわかりやすい用語で表記するよう心掛
けている。例えば「サンタクローチェ®カーフ(牛革)」というように、イタリアサンタクローチェ地方の牛革と表記す
るケースもある。皮革用語 JIS によってこうした表記方法に制限が出るのは困るし、そうなれば反対する立場
になる。もう独自の表現を使ってそれで成立しているので、新しいルールは辞めて欲しいというのが正直なとこ
ろ。

 実行性で考えると、商品（バッグ）が何で構成されているか細かい表示を義務化すれば良い。バッグのおも
ては「合成皮革」、裏面は「ナイロン」、持ち手部分は「本革」、チャームは「本革」というようにすれば、我々とし
ても持ち手は「本革」を使っていることをアピールできる。

 イタリアと同様に、「Leather」は“本革”にしか使えないようにして欲しい。天然皮革以外は「Leather」という
言葉を使用できないようにして、天然皮革以外は「疑革」と定義し、明確な区別が必要。まずはこれを徹底
してもらうことが大事であると考えている。

 英語では「皮」をスキン（Skin）・ハイド（hied）と言い、「革」はレザー（Leather）と呼ばれ、総括した
「皮革」を欧米では genuine leather（ジェニュインレザー）と呼んでいる。様々な言葉があるなかで消費
者を惑わさない意味でも、はっきりと日本規格（JIS）を作り、商品品質表示をすることが望ましい。消費者
が納得したうえで購入することが皮革を取り巻く環境の好循環を生むのだと思っている。

 天然皮革と、合成皮革・フェイクレザーではお手入れ・ケア方法が全く異なる。天然皮革のほうが長持ちする
ので、用語ルール化によって区別することができれば、消費者に適切なアドバイスが行える。

 皮革用語 JIS化は理想であるが、非現実的と考えている。安全靴に関しては、素材の種類や防護性能とい
った基準を満たし、JIS 認可工場で生産され、性能試験に合格して初めて安全靴と呼ぶことができるルール
になっている。安全靴の着用指示があった場合には必ず JIS 規格に合格した靴を履かなければいけないな
ど、危険性のある現場で使う靴には JIS が適用されている。こうした安全性を担保できるような、必要性の高
い部分でのルール化はできているので問題はないと考える。

 皮革用語による定義に加え、一定レベルの品質の担保は必要だと考える。
 天然皮革の外せない要件は「動物由来の皮で鞣し工程を経たもの」「化学素材を使用していない」こと。ま

た、品質を担保するものとして、堅牢度（強度）が一定レベルの基準をクリアしていることの 2 つ。
 定義するのであれば、用語のみでは不足しており、やはり品質を担保しないと「本物のレザー」とは呼べない。
 用語で定義したとしても、わかりにくいのはいけないので目にみえる形がよい。靴であれば裏側に刻印・焼印で

マーキングするのがベストだと思う。仮に工場でマーキングするとしても手間が掛からずコストも気にするレベルで
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はない。タグはコストがかかるので採用しない方が良い。 
 名称も大きな問題。社内では結構「リアルレザー」という言葉を使っている。社内では使っていないが環境意

識も高まっているので「ナチュラルレザー」という言い方も良いのではないか。ただ言葉は人によって受け止め方
が違うので何とも言えない難しい作業。「レザー」だけだと派生語がたくさん出ているので、ちょっと難しいのでは
ないか。 

⑤ 合成皮革・人
工皮革業界
の意見・見解 

 人工皮革・合成皮革という名称はすでに社会に定着した単語であり、動物由来でないことを理由として人工
皮革・合成皮革という名称を使うことができなくなるというルール化は、化繊・人工皮革業界として受け入れら
れない。 

  人工皮革と天然皮革には、それぞれの素材特性（メリット）がある。人工皮革は軽量であり装飾性が高く、
工業製品のため安定かつ効率的な生産が可能である。一方、天然皮革には、風合いや味わいのような使
い込むほどに表情が変化していく数値では表せない良さを備えている。 

 人工皮革の場合、このような素材特性や環境配慮への取り組みなどが評価され、欧米のスポーツブランドを
中心に積極的な導入が進んでいる。過去、人工皮革の技術目標は外観において天然皮革と遜色のないレ
ベルを目指していたが、その努力の結果として現在のような引き合いの増加がある。それゆえ、革という用語の
使用は禁止されるべきではないと考えている。 

  「革」や「皮革」という用語を、非動物由来の素材に対して使用禁止にすることは反対である。規格（標
準）化を目指すのであれば、「天然皮革」、「合成皮革」、「人工皮革」というそれぞれの用語をしっかり定義
付けるべきと考える。 

 もしも、非動物由来の素材に「革」や「皮革」という用語が使えなくなった場合、人工皮革という言葉を別の
言葉に代替しなくてはならない。これまで長年に渡って「人工皮革」という用語で訴求してきた歴史があるた
め、ウェブサイトや商品カタログなどの修正作業が、人工皮革メーカーはおろか需要サイド（例えば、自動車メ
ーカーの製品カタログなど）まで及び、膨大な手間と労力が発生する。加えて、ただ使用を禁止するのではな
くその代替使用に際してのルールやガイダンスも具体的かつ詳細に決めるないと、新たな混乱を生み出す可
能性もある。 

 1965 年に米デュポン社が発売した「コルファム」が世界初の人工皮革と言われているが、加工性が悪いなど
欠点も多く 1972 年に生産中止となった。しかし、その後も天然皮革に匹敵する機能を備えた人工皮革を
製造しようとする試みは続き、それを世界で初めて実現したのが日本の合繊メーカーであった。銀付き革を模
した人工皮革はクラレの「クラリーノ」が最初で、スエード調のものでは東レの「ウルトラスエード（※当時の名
称はNX）」が続き、どちらも非常に難しい技術であったものの日本の技術力を生かして世界に人工皮革とい
う独自の製品カテゴリーを創出することに成功した。今では中国などでも人工皮革が作られているが、世界ト
ップ技術・世界トップ品質の人工皮革は日系メーカーの製品である。このように、人工皮革には日本独自の
長い歴史があり、日系メーカー同士の切磋琢磨によって新しい市場を切り開いてきた背景があるため、このよ
うな企業努力も十分に考慮されなければならない。 
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では概ね共通認識となっている。 
しかしながら、そのような用語の乱発・濫用の解決策として、「EN15987」や「ISO15115」などと同じく動物由来の素

材以外は「革」や「皮革」という用語の使用を禁止するという方法論については、業界内でも各人各様の意見や見解を
示しており、意見が割れているのが実情である。特に、合成皮革・人工皮革メーカーにとってはカタログなど製品説明ツー
ル全てにおいて取引先・顧客をも巻き込んでの修正作業が発生するなど負担も多いとみられ、明確に反対している。また、
メーカー側の製品開発意欲や企業努力を損なわないためにも、禁止ではなく共存共栄を図れるような制度設計になる
よう留意すべきなどの意見も多く聞かれた。

 第 1部では、用語の乱発・濫用の解決策として ISOなどの世界規格や ENなどの欧州統一規格との足並みを揃え、
「leather（レザー）」という用語の使用を動物由来の素材に限り、また解釈・認識の相違が生まれやすそうな懸念のあ
る曖昧な用語（例えばスプリットレザーなど）なども対象に含め、その意味定義、使用方法、基準などが具体的に明文
化していくべき方向性を仮説設定したものの、日本国内でそのまま適用することは新たな問題を生じさせる可能性もあり、
関連・周辺業界を巻き込んだ慎重な議論を重ねていく必要性を指摘できる。 
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第４部 
消費者の意識調査 







た可能性がある。「とにかく皮革製品が好きで、見て欲しくなったから」という積極的に皮革製品を選んだことを理由と
している人も 3 割弱存在する。 

皮革製品の普段の年間購入金額に関しては、5 万円未満が半数を超えており、想定より低い印象も受けるが、
ある年代においては一定割合が 10～50 万円程度の支出をしていることから、皮革製品の購買行動からは、他の
素材以上に嗜好性の差が大きいことが推察される。 

② 「皮革」にまつわる用語・表示、動きなどへの認識・知識
皮革にまつわる認識・知識においては、様々な観点から設問しているが、その多くで共通するのは「なんとなく知って
いる」とする人が半数程度存在という状況であった。皮革への嗜好が特別強い人や関連業務に従事した経験があ
る人は、今回調査のサンプルとして決して多数とは言えないため、一般的な消費者の意向を色濃く反映しているも
のと考えられる。ただし、そうした中で「天然皮革が動物の皮を使用した素材であること」への認知は唯一高く、7 割
近くあった。

天然皮革と合成皮革・人工皮革が異なるものという認識は高く、その特性や価格などを勘案した上で、幅広く使
い分けしている様子がうかがえる。特に若い世代では、天然か合成・人工かの違いの表示を今よりはっきりと区別し
てほしいという希望はそれほど高くない。自分の価値観にあうものであれば、その由来や素材などにこだわらないという
意識傾向がみてとれる。

デフレの時代を経て、コストパフォーマンスの高さに重きを置く流れもあって、従来はそれほど問われなかった分野で
も、機能性を備えるようになっている傾向がある。合成皮革や人工皮革も、天然素材のデメリットとされる点を解消
する機能を備えた素材の一つと言えるだろう。現状の皮革製品の表示においては、機能性の違いがわかりにくいとす
る回答が多くあった。それは皮革製品においても機能性を重視するあらわれと言える。

「レザー(leather:革)」という用語を、動物由来の天然皮革に限り使用するヨーロッパなどでの動きは、今回調査
で 8 割近くが認知していなかった。本件のこのパートにおける知識や認識については、比較的高い年代層が進んで
おり、若い世代ほど低めというデータ傾向があるが、その中で 20代や 30 代の認識の方が高いという唯一と言える項
目となった。同世代にとって日常生活において切り離せない、SNS の活用度との相関関係の高さによるものとも推
定される。一方、この動きを日本でも導入するべきかどうかという点では、動きを知らない高い年代では積極的な意
向もみられるが、今後の消費活動の中心となっていく若年層では、高い世代ほど積極的な意向ではないという結果
となった。

尚、調査結果要旨を以下に次項に一覧化した。抽出した回答は、各設問の回答における「全体」の数値であ
る。 
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SC8）回答者職業 

図表：回答者職業 

SC9）回答者の皮革業界との関連 

図表：回答者の皮革業界との関連 
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全 体 1802 3.3 20.4 6.5 3.7 0.9 2.2 1.8 2.3 34.9 4.5 13.3 0.2 0.2 5.8

男性X20歳以上30歳未満 111 28.8 0.0 2.7 5.4 0.9 1.8 0.0 0.0 51.4 5.4 2.7 0.0 0.0 0.9

男性X30歳以上40歳未満 125 0.0 0.0 8.0 4.8 2.4 0.8 0.0 0.8 74.4 4.8 1.6 0.0 0.0 2.4

男性X40歳以上50歳未満 161 0.0 0.6 6.8 4.3 1.9 1.9 1.9 6.2 66.5 5.6 3.1 0.0 0.0 1.2

男性X50歳以上60歳未満 140 0.0 0.0 10.0 7.1 0.0 2.9 6.4 5.7 55.7 0.7 5.0 0.0 1.4 5.0

男性X60歳以上 331 0.0 2.1 9.7 4.8 1.8 0.6 4.8 5.1 20.5 2.7 38.1 0.3 0.3 9.1

女性X20歳以上30歳未満 105 26.7 8.6 1.0 5.7 1.0 1.9 0.0 0.0 45.7 6.7 1.9 0.0 0.0 1.0

女性X30歳以上40歳未満 121 0.0 24.0 5.8 4.1 0.0 5.8 0.0 0.0 41.3 10.7 4.1 0.0 0.0 4.1

女性X40歳以上50歳未満 157 0.0 27.4 7.6 2.5 0.6 5.1 0.0 0.6 38.2 7.6 2.5 0.6 0.0 7.0

女性X50歳以上60歳未満 139 0.0 38.8 5.0 2.9 0.7 1.4 1.4 0.7 31.7 5.8 4.3 0.0 0.0 7.2

女性X60歳以上 412 0.0 54.6 4.9 0.7 0.2 1.9 0.5 0.7 5.8 2.4 19.4 0.2 0.0 8.5

(n) (%)

全 体 1802

男性X20歳以上30歳未満 111

男性X30歳以上40歳未満 125

男性X40歳以上50歳未満 161

男性X50歳以上60歳未満 140

男性X60歳以上 331

女性X20歳以上30歳未満 105

女性X30歳以上40歳未満 121

女性X40歳以上50歳未満 157

女性X50歳以上60歳未満 139

女性X60歳以上 412

70.7

79.3

76.0

88.8

86.4

62.5

73.3

81.0

80.9

71.9

52.9

3.6

2.7

12.0

5.0

1.4

5.1

2.9

6.6

1.9

2.2

0.7

25.7

18.0

12.0

6.2

12.1

32.3

23.8

12.4

17.2

25.9

46.4

皮革業界とは関係のない仕事をしている

皮革業界関係の仕事についているまたは過去にその仕事についていたことがある

どちらでもない
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第５部 
より効果的な周知、普及策についての検討 













頁 図表番号
P14 図表 1-4．
P14 図表 1-5.
P16 図表 1-6．
P16 図表 1-7．
P17 図表 1-8．
P17 図表 1-9． ASTM D1517-18 ※ASTM International 

ASTM D1517-18 ※ASTM International 

タイトル
ISO15115 ※国際標準化機構（ISO）
ISO15115 ※国際標準化機構（ISO）
BS-EN15987 ※欧州標準化委員（CEN）
BS-EN15987 ※欧州標準化委員（CEN）

二次利用未承諾リスト

委託事業名
令和 2 年度皮革産業振興対策調査等
（皮革用語の JIS 化対応等調査）

報告書の題名
令和 2 年度皮革産業振興対策調査等
 （皮革用語の JIS 化対応等調査）

受注事業者名 株式会社矢野経済研究所




